阿波市緊急通報装置貸与事業実施要綱

平成１８年４月１日

告示第２９号

（趣旨）

第１条　この要綱は、ひとり暮らしの高齢者及び重度身体障害者に対して緊急通報装置（以下「装置」という。）を貸与し、関係機関及び地域住民の協力を得て緊急連絡等の手段を確保する事業を行うことにより、ひとり暮らしの高齢者等の不安を解消し福祉の向上を図ることについて必要な事項を定めるものとする。
（事業の実施主体）

第２条　この事業の実施主体は、阿波市とする。ただし、利用者、サービス内容、利用料の決定を除き、この事業を適切な事業の運営ができると認められる民間業者等に委託できるものとする。

（貸与の対象者等）

第３条　装置の貸与の対象となる者（以下「対象者」という。）は、次の各号のいずれかに該当する者で、かつ第２項に定める貸与の条件を備えている者とする。
（１）　おおむね６５歳以上のひとり暮らしの高齢者で、近隣に扶養義務者がなく緊急連絡を行う必要があると認められる者

（２）　外出困難な重度の身体障害者で、緊急連絡等の手段として装置の必要があると認められる者

２　貸与の条件は、次の各号に定めるとおりとする。

（１）　装置の取付けが可能な電話を保有していること。

（２）　協力員を２名以上得られること。

３　前２項の規定にかかわらず、市長が特に必要と認める者については、対象者とすることができるものとする。

（貸与の申請）

第４条　装置の貸与を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、阿波市緊急通報装置貸与申請書（様式第１号）により市長に申請しなければならない。

（貸与の決定）

第５条　市長は、前条の申請があったときは、その内容を審査し貸与を決定したときは、阿波市緊急通報装置貸与決定通知書（様式第２号）により申請者に通知するものとする。

（貸与の期間）

第６条　貸与の期間は、装置の貸与日から、装置の貸与を受けた者（以下「利用者」という。）が、死亡、転出、社会福祉施設への長期入所又はひとり暮らしでなくなったとき若しくはその他装置を必要としなくなったときまでの間とする。
（費用の負担）

第７条　装置の貸与に伴う費用の負担については、次のとおりとする。ただし、市長が特に必要と認める場合は、この限りでない。

（１）　装置の貸与料は、無料とする。
（２）　装置の使用料は、市が負担し、その他の経費のうち装置の電池交換に係る経費は、利用者が負担するものとする。

（貸与の取消し）

第８条　市長は、利用者がこの要綱に違反したとき又は故意に装置を目的外に使用したとき、その他特にその使用を不適当と認めたときは、貸与を取り消し、又は貸与を中止することができる。

（装置の管理）

第９条　装置の管理は、利用者において善良な管理者としてすべて行うものとし、装置の全部又は一部をき損若しくは滅失したときは、直ちに市長に報告し、その指示に従わなければならない。
２　利用者は、装置の使用権を第三者に譲渡し、又は転貸してはならない。
（報告等）

第１０条　市長は、必要があると認めるときは、利用者から装置に関し報告を求めるとともに調査を行うことができる。

（関係機関等との連携）

第１１条　市長は、この事業の実施に当たっては、関係機関等との密接な連携を図るとともに地域住民の協力を得て事業の円滑な運営に努めるものとする。
（異動の届出）

第１２条　利用者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、緊急通報装置登録明細書・辞退届書により速やかに市長に届け出なければならない。

（１）　氏名又は住所を変更したとき。
（２）　協力員を変更したとき。
（３）　第３条の要件に該当しなくなったとき。
（４）　辞退するとき。
（契約の解除）

第１３条　利用者が次の各号のいずれかに該当する場合には、契約を解除し、速やかに装置を返還させるものとする。

（１）　第３条の要件に該当しなくなったとき。
（２）　老人ホームその他施設に入所したとき。

（３）　不正の行為により装置の給付等を受けたとき。

（４）　給付等契約に違反したとき。

（５）　前各号のほか、装置を給付等する必要がないと市長が認めたとき。
（報告）

第１４条　この事業の運営を受託した者は、この事業の実施状況及び経理について、事業完了後すみやかに市長に報告をしなければならない。

　（その他）

第１５条　この要綱に定めるもののほか必要な事項は、その都度市長が定める。

附　則
（施行期日）

１　この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。
（経過措置）

２　改正前の阿波市介護予防・地域支え合い事業実施要綱の規定により行われた申請、決定及びその他の行為は、改正後の阿波市緊急通報装置貸与事業実施要綱の相当規定により行われたものとみなす。

